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長寿命化修繕計画の背景と目的 

1.1 背景 

渋谷区が管理する公共施設については、老朽化が一斉に進展しており、中には重大な損傷

が発生しているものもあります。今後、それらの補修に伴う維持管理費用の増大が懸念され

るため、持続可能な維持管理が求められています。 

こうしたなか、土木構造物のうち、橋りょうについては、従来の事後保全型管理を予防保

全型管理へ転換し、対策の前倒しなどを行うことで、 費用の縮減および財政負担の平準化を

図ることを目的に「渋谷区橋りょう長寿命化修繕計画」（平成 25 年 3 月）を策定、平成２９

年度に改訂し、計画を踏まえた補修工事の実施と日常点検・定期点検に取り組んできました。 

道路トンネルをはじめとした長寿命化修繕計画のない施設についても、国が策定した「イ

ンフラ長寿命化基本計画（平成 25 年 11 月）」の行動計画として策定した「渋谷区公共施設

等総合管理計画（平成 28 年 12 月）」における個別施設計画として、予防保全型を基本とし

た安全・安心な維持管理が求められています。 

 

 

写真 1.1  芦原トンネル（奈良県）のコンクリート剥落 出典：奈良県報道資料 

 

1.2 目的 

安全・安心で持続可能な道路トンネルの維持管理を実現するため、従来の事後保全型管理

を予防保全型管理へ転換することで計画的な管理を促進し、道路トンネルを長寿命化させ、

安全性の確保と財政負担の軽減・平準化を図ります。 

 

1.3 計画期間 

 2021 年から 2030 年までの 10 年間を計画期間とします。 
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長寿命化修繕計画の対象施設 

2.1 対象施設 

２号トンネル 

（1） 施設規模 

延長 16.0m、全幅員 3.0m 

 

（3） 構造形式 

２号トンネルの構造形式は、ボックスカルバート構造です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（5） 健全性 

令和 2年度に道路トンネル定期点検要領(平成 31年 2月 国土交通省 道路局)に基づき定

期点検を実施したところ、施設全体としての健全性はⅡ(予防保全段階)と診断されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（6） 設計または竣工図面及び設計計算書の有無 

竣工図のみあり 

 

（7） 重要度（道路土工カルバート工指針） 

重要度 1（想定） 

 

 

（2） 建設年 

昭和 9 年（1934 年）（建設後 88 年目） 

写真 2.1 起点側全景 写真 2.2 終点側全景 

参考：道路トンネル定期点検要領（H31.2 国交省）

5.健全性の診断 表 5.1 判定区分 より 

（4） 交差条件 

区道 
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千駄ヶ谷トンネル 

（1） 施設規模 

延長 65.0m、全幅員 22.0m 

 

（3） 構造形式 

千駄ヶ谷トンネルの構造形式は、門型カルバート構造です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（5） 健全性 

平成 30 年度にシェッド,大型カルバート等定期点検要領(平成 26 年 6 月 国土交通省 

道路局 国道・防災課)に基づき定期点検を実施したところ、施設全体としての健全性はⅢ

(早期措置段階)と診断されました。 

なお、令和 2 年度に緊急補修を実施し、施設全体としての健全性はⅡ(予防保全段階)と

なりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（6） 設計または竣工図面及び設計計算書の有無 

竣工図のみあり 

 

（7） 重要度（道路土工カルバート工指針） 

重要度 1（想定） 

 

（2） 建設年 

昭和 39 年（1964 年）（建設後 58 年目） 

参考：シェッド,大型カルバート等定期点検要領（H26.6 国交省）

7.健全性の診断 表 7.4 判定区分 より 

写真 2.3 起点側全景 写真 2.4 終点側全景 

（4） 交差条件 

民地 
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本町トンネル 

（1） 施設規模 

延長 27.0m、全幅員 8.0m 

 

（3） 構造形式 

本町トンネルの構造形式は、ボックスカルバート構造です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（5） 健全性 

平成 30 年度に橋梁定期点検要領(平成 26 年 6 月 国土交通省 道路局 国道・防災課)に基

づき定期点検を実施したところ、施設全体としての健全性はⅡ(予防保全段階)と診断され

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（6） 設計または竣工図面及び設計計算書の有無 

竣工図のみあり 

 

（7） 重要度（道路土工カルバート工指針） 

重要度 1（想定） 

（2） 建設年 

昭和 50 年（1975 年）（建設後 47 年目） 

写真 2.5 起点側全景 写真 2.6 終点側全景 

参考：橋梁定期点検要領（H26.6 国交省） 

7.2 道路橋毎の健全性の診断 表 7.2 判定区分 より 

（4） 交差条件 

都道 
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2.2 対象施設の位置図 

 対象施設の位置図を以下に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

位 置 図 

対象トンネルの概要： 

名称 ２号トンネル 千駄ヶ谷トンネル 本町トンネル 

自 渋谷区渋谷三丁目 25 番 渋谷区千駄ヶ谷二丁目 24 番 渋谷区本町六丁目 22 番 

至 渋谷区東一丁目 32 番 渋谷区神宮前二丁目 21 番 渋谷区幡ヶ谷二丁目 50 番 

路線名 特別区道第 550 号路線 特別区道第 865 号路線 特別区道第 8 号路線 

建設年 昭和 9 年（1934 年） 昭和 39 年（1964 年） 昭和 50 年（1975 年） 
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2.3 現状と課題 

２号トンネル 

 

現状 
・令和 2 年度の定期点検により、大規模な補修が必要な損傷は確認されませんでした。 

・令和 6 年度までに更新を予定しています。 

課題 
・建設後 87 年を経過した構造物であることを踏まえ、継続的な点検による状態の確認が 

必要です。 

 

  

 

 

 

 

 

写真 2.７ ２号トンネルの損傷写真 

 

 

千駄ヶ谷トンネル 

 

現状 
・令和 2 年度の緊急補修により、大規模な補修が必要な損傷は無くなりました。 

・建設当時の設計図書等について、竣工図のみ現存しています。 

課題 
・建設後 57 年を経過した構造物であることを踏まえ、継続的な点検による状態の確認が 

必要です。 

・地震に備えて、耐震性能の確認が必要です。 

 

  

 

 

 

 

 

写真 2.８ 千駄ヶ谷トンネルの損傷写真 
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本町トンネル 

 

現状 
・平成 30 年度の定期点検により、大規模な補修が必要な損傷は確認されませんでした。 

・建設当時の設計図書等について、竣工図のみ現存しています。 

課題 
・建設後 46 年を経過した構造物であることを踏まえ、継続的な点検による状態の確認が 

必要です。 

・地震に備えて、耐震性能の確認が必要です。 

 

  

 

 

 

 

 

写真 2.９ 本町トンネルの損傷写真 
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対応方針 

3.1 対応方針 

 

方針１：安全性を第一とした、耐震性能の把握と耐久性の確保 

 

・現状の耐震性能を把握し、必要に応じて耐震補強を検討します。 

※なお、２号トンネルについては令和 6 年度までに更新を予定しているため、

千駄ヶ谷トンネル及び本町トンネルのみを対象とします。 

 

方針２：点検による健全性の把握と適切な補修対策(予防保全対策)による

劣化の抑制 

 

・適切なタイミングで点検を実施し、損傷の進行及び道路トンネルの健全性を把

握します。 

・健全性の結果から、適切な補修対策（予防保全対策）を検討し劣化の抑制を図

ります。 

 

方針３：予防保全型管理への転換に向けた計画の着実な実施 

 

・計画策定後１０年間について、方針１・方針２を踏まえた実施プログラムを推

進します。 

・実施するうえでは、他の個別施設計画を踏まえて予算の平準化を検討します。 
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方針１に基づく取り組み 

安全性を第一とした、耐震性能の把握と耐久性の確保 
4.1 耐震性能の把握と耐震補強の検討 

対象施設のうち、千駄ヶ谷トンネル及び本町トンネルについては、耐震性能の確認に必要となる、

建設当時の設計図書等について、竣工図のみ現存しています。 

そのため、両施設の耐震性能の把握と耐久性の確保に当たっては、以下に示すフローに基づき、計

画的な対応が必要となります。 
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方針２に基づく取り組み 

点検による健全性の把握と適切な補修対策(予防保全対策)による劣化の抑制 
5.1 劣化進行性及び健全性の把握 

今後、適切な補修対策を検討するに当たり、以下の点検の実施により、構造物の損傷の進行性及び

健全性を継続的に把握する必要があります。また、災害時等の予期せぬ事態が発生した際についても、

被害状況を迅速に把握する必要があります。 

（1）日常点検 

  既存の損傷の進行性及び新規損傷の発生の有無を渋谷区職員にて把握します。 

（2）定期点検 

  道路法施行規則第 4 条の 5 の 6 に基づき、有資格者※にて点検を実施し、道路トンネルの健全性 

を把握します。 

※国土交通省「公共工事に関する調査及び品質の確保に資する技術者資格登録規程」に登録され

た資格を持つ者。「道路橋点検士」や「RCCM」、「コンクリート診断士」など。 

（3）初回点検 

   更新後 2 年以内に、有資格者※にて点検を実施し、道路トンネルの初期状態を把握します。 

（4）緊急点検 

  地震・台風・集中豪雨・豪雪等の災害や大きな事故が発生した場合は、渋谷区職員にて安全性を 

確認し、第三者被害の防止に努めます。 

表 5.1 点検の分類と概要 

分 類 点 検 項 目 頻 度 実 施 者 仕様 

日常点検 

・既存の損傷の進行性 

・新規損傷 

・第三者被害発生要因 

年 1 回程度 渋谷区職員 

・遠望目視主体 

・渋谷区独自の点検チェ

ックリスト 

定期点検 
・損傷状況の詳細把握 

・健全性の把握 
5 年に 1 回 受託者 

・近接目視主体 

・「シェッド,大型カルバ

ート等定期点検要領(国

土交通省)」を適用※1 

・「橋梁定期点検要領(国

土交通省)」を適用※2 

初回点検 
・初期状態の把握 

・健全性の把握 

更新後 

2 年以内 
受託者 

・近接目視主体 

・「シェッド,大型カルバ

ート等定期点検要領(国

土交通省)」を適用※1 

・「橋梁定期点検要領(国

土交通省)」を適用※2 

緊急点検 ・災害等による被害状況 災害時等 渋谷区職員 

・遠望目視主体 

・渋谷区独自の点検チェ

ックリスト 

※１.千駄ヶ谷トンネル ※２.２号トンネル及び本町トンネル  
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5.2 補修対策の検討 

定期点検にて補修対策が必要な損傷が確認された場合は、第 7 章で示す予防保全型管理の考え方を

基本とした補修対策を実施します。 

 

●補修タイミング 

・健全性Ⅲの場合、5 年以内に補修対策を実施します。 

・健全性Ⅱの場合、施設を長寿命化し全体コストを縮減するため、予防保全対策を実施します。 

 ⇒健全性Ⅱ以上を維持します。 

・事業の効率性、経済性の観点から、耐震工事に併せて補修対策を実施することも検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考：橋梁定期点検要領（H31.3 国交省） 

7.2 道路橋毎の健全性の診断 表 7.2 判定区分 より 

 

●対策優先順位 

・既に事業決定している 2 号トンネルの更新を優先します。 

・3 施設とも健全性Ⅱである点、千駄ヶ谷トンネル及び本町トンネルの耐震性能が確認されて 

いない点から、2 号トンネルの更新完了後、2 施設について耐震性能の把握と耐久性の確保 

を実施します。 

   ⇒路線としての重要度と建設後の経過年数を踏まえ、千駄ヶ谷トンネルを優先します。 

・本町トンネルの補修・耐震工事完了後、3 施設とも予防保全対策を実施します。

参考：シェッド,大型カルバート等定期点検要領（H26.6 国交省）

7.健全性の診断 表 7.4 判定区分 より 
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方針３に基づく取り組み 

予防保全型管理への転換に向けた計画の着実な実施 

6.1 実施プログラム 

2021 年から 2030 年までの今後 10 年間における、方針１・方針２を踏まえた実施プログラムは次のとおりです。 

なお、本計画内における予算の平準化を踏まえ、2 号トンネルの更新完了後に千駄ヶ谷トンネル及び本町トンネルにおける耐震性能の把握と耐久性の確保を推進します。 

※耐久性の確保は、路線としての重要度と建設後の経過年数を踏まえ、千駄ヶ谷トンネルを優先します。 

※事業の効率性、経済性の観点から、耐震工事に併せて補修対策を実施することも検討します。 

※耐震工事の実施の要否は耐震性能照査にて確認しますが、千駄ヶ谷トンネルは、供用開始 50 年以上を経過した施設のため、耐震性能が不足していると想定します。 

 

●実施プログラム（2030 年までの計画） 

 

 
 

 

6.2 予算の平準化 

実施するうえでは、次の個別施設計画を踏まえて予算の平準化を検討します。 

 

●個別施設計画 

・「渋谷区橋りょう長寿命化修繕計画」 

・「渋谷区人工地盤長寿命化修繕計画」 

・「渋谷区公園施設長寿命化計画」     

・「渋谷区学校施設長寿命化計画」 

・「渋谷区公営住宅等長寿命化計画」 

・「渋谷区一般建物施設長寿命化計画」 

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目
R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

1 2号トンネル 1934 87 Ⅱ 初回点検 定期点検

定期点検 補修設計 定期点検 補修工事

調査 耐震性能照査
耐震補強設計
（予備）

耐震補強設計
（詳細）

地元周知等

定期点検 定期点検

計画改訂 計画改訂

更新

3 本町トンネル 1975 46 Ⅱ

計画

管理番号 施設名 建設年次
供用年数(年)
(2021年時
点)

健全性

2 千駄ヶ谷トンネル 1964 57 Ⅱ
耐震工事

※R5定期点検で健全性Ⅲと診断された場合、優先して補修・耐震補強を実施
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計画により期待される効果 

7.1 管理モデル概要 

持続可能な維持管理の推進に当たり、従来の事後保全型管理とのコスト縮減効果を比較・検証します。比較・検証に当たっての、事後保全型管理と予防保全型管理の管理モデルの概要は下記のとおりです。 

 

（1）事後保全型管理 

  損傷が深刻化してから大規模な補修を行う維持管理の考え方になります。 

 

7.2 コスト縮減効果の算出条件 

 コスト縮減効果の算出条件は下表のとおりです。 

 

表 7.1 コスト縮減効果の算出条件表  

 事後保全型管理 予防保全型管理 

更新に係る 

費用と年数 

・費用：近年の同種工事事例に基づき算出 

・年数：７５年（減価償却資産の耐用年数等に関する省令） 

・費用：近年の同種工事事例に基づき算出 

・年数：１００年（道路橋示方書で定められる目標期間） 

補修工事に係る 

費用とサイクル 
・実施しない 

＜第１回補修＞ 

・設計費：工事費×２０％ 

・工事費：構造物全体の２０％と仮定した補修数量と代表工法に基づき算出 

・サイクル：耐震工事の際に実施※１ 

＜第２回補修＞ 

・設計費：工事費×２０％ 

・工事費：構造物全体の２０％と仮定した補修数量と代表工法に基づき算出 

・サイクル：第１回補修後３０年経過時※２ 

耐震工事に係る

費用と内容 
・実施しない 

・費用：類似事例の実績に基づき算出 

・内容：調査、耐震性能照査、耐震補強設計※３、耐震工事※３ 

点検・計画に係る 

費用とサイクル 

・費用：見積りにより算出 

・サイクル：５年に１回 

※１.千駄ヶ谷トンネルについては、建設後６６年目、本町トンネルについては、建設後６２年目に実施するものとする。 

※２.千駄ヶ谷トンネルについては、建設後９６年目となり、更新までの供用年数が４年しかないことから、第２回補修は実施しないものとする。 

※３．頂版、側壁、中柱を対象と想定する。 

（2）予防保全型管理 

  損傷が軽微なうちに補修を行う維持管理の考え方になります。 
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7.3 計画による効果 

図 7.1～図 7.4 に示すとおり、予防保全型管理を推進することで、30 年で約 16.5 億円のコ

スト縮減効果が見込まれます。 

 

図 7.1 コスト縮減効果（30 年間） 

（単位：百万円）   

 

 

 

図 7.2 コスト累計の比較（30 年間）

事後保全 予防保全 差額

点検・計画改訂 99.0 105.6 6.6

更新 2491.2 257.7 -2233.5

補修 0 142.3 142.3

耐震補強 0 432.5 432.5

合計 2590.2 938.1 -1652.1
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図 7.3 コスト縮減効果（10 年間） 

（単位：百万円）   

 

 

 

図 7.4 コスト累計の比較（10 年間） 
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メンテナンスサイクルの構築と継続的改善 

8.1 メンテナンスサイクルの構築と継続的改善 

 

●PDCA サイクルを構築し、継続的な改善に取り組みます。 

本計画の策定に先立ち、渋谷区では平成 30 年度及び令 2 年度に対象施設の点検を実

施しました。そして、点検結果を踏まえ従来の管理指標の見直しを行ったうえで、本

計画を策定しました。 

今後も、本計画に基づき、継続的な点検や耐震・補修工事を実施してまいります。 
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ご意見を頂いた学識経験者 

9.1 ご意見を頂いた学識経験者 

本計画は、東京工業大学 環境・社会理工学院の 千々和 伸浩 准教授のご指導をいただ

きました。 
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